
課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

　・観光客の安全確保のため岸壁に警備員を配置し、バリケードを
　　設置
　・保安区域内においてバス、タクシーの誘導
　・一般観光客の受付業務

・職員が行っていた誘導・警備業務を外部委託
・保安警備に要する備品の一部をリースから購入に変更
　(バリケード、テント等）

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

クルーズ船寄港時対応
　・観光客の安全確保のため岸壁に警備員を配置し、バリケードを設置する。
　・保安区域内においてバス、タクシーの誘導を行う。
　・一般観光客の受付業務を行う。

［受益者］ クルーズ船乗船客、県民、観光客 ［想定される受益者数］ 2,500人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 １００年に一度のまちづくり

［事業目的］

海外クルーズ客船寄港時の岸壁における保安対策を実施する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 楽しみを広げる（想像力）
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営（一部委託） 補 助 金 R2

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

海外クルーズ客船おもてなし事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部 課名 港湾空港課 高野　政志

要求資料様式１
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課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

３０年度 令和元年度 ２年度

2,328 2,337 11,249

2,328 2,337

2,328

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(0) (0)

0 0

(25) (18) (28)

25 18

□ 無

■ 有

他県の状況

他県のクルーズ船対応 
 
富山県　クルーズ船受け入れのための施設整備済 
　　　　wifi設備整備済 
　　　　警備員配置、バリケード設置 
石川県　クルーズ船受け入れのための施設整備済 
　　　　wifi設備整備済 
　　　　警備員配置、バリケード設置

関連事業の有無・
役割分担

事業名 海外クルーズ客船おもてなし事業

（役割分担）

（企業誘致課）体験ブース等のイベント会場運営
（観光振興課）観光・物販コーナーの設置、ボランティアの手配

活動指標 警備員配置人数
(目標) ふ頭内の安全確保を目標として、バス・タクシー等車両と歩行者動線が交差する点を重点

とした警備員配置人数を指標として定める
実績

成果指標 事故発生数ゼロ
(目標) 港湾管理者として、保安区域内において警備員の配置やバリケード等を設置し、観光客の

安全を確保し、事故防止を図る
実績

前年度までの
主な増減理由

クルーズ船の日の入り後の出航に対応するため埠頭内の照明を確保する必要があり、投光器を設置したこと等による増

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移

・職員が行っていた誘導・警備業務を外部委託
・保安警備に要する備品の一部をリースから購入に変更(バリケード、テント等）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

地方創生交付金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

11,249 5,624 5,625

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営（一部委託） 補 助 金 R2

補助率 ― 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

海外クルーズ客船おもてなし事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部 課名 港湾空港課 高野　政志
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課長名

■ ■ R元 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

敦賀港将来計画策定事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部 課名 港湾空港課 高野　政志

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R3

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 １００年に一度のまちづくり

［事業目的］

港湾法に基づき港湾計画を改訂し、港の発展の基礎とする。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 楽しみを広げる（想像力）
関連する県の計画等 〔 敦賀港港湾計画

○港湾法に基づく法定計画である港湾計画の改定に必要な調査を行う。
　【令和２年度】
　　　将来計画策定
　　　　・長期構想（２０～３０年の活用方針）
　　　　・港湾計画（１０～１５年の整備計画）
　　　分析・調査
　　　　・静穏度分析
　　　　・航行安全調査
　　　　・環境アセスメント
　　　　　　現況調査（春季、夏季）
　　　　　　シミュレーション

［受益者］ 荷主企業、物流事業者、船社等 ［想定される受益者数］ 不特定多数

前事業の有無・実績 市町との連携状況 なし

事業名 敦賀港港湾計画調査事業

　需要調査 
　　・現況調査・課題整理 
　　・企業ヒアリング・アンケート 
　　・港湾貨物量の推計 
　分析・調査 
　　・環境アセスメント 
　　　　現況調査（秋季・冬季）

環境アセスメント等の分析・調査を引き続き進めるととも
に、令和元年度に実施した需要調査や分析等を基に、将来
計画策定を進める。

（実績）

平成17年までに港湾計画の改訂を行うため、土地造成および土地利用計画の
見直しや配置計画の再検討を実施 
[予算額] 
平成15年　 89,000千円（一般17,000千円　公共72,000千円） 
平成16年　120,000千円（一般42,000千円　公共78,000千円)

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

要求資料様式１
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課長名

■ ■ R元 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３０年度 令和元年度 ２年度

52,128 87,418

52,128

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(3) (3)

2

□ 無

■ 有

そ の 他

敦賀港将来計画策定事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 土木部 課名 港湾空港課 高野　政志

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 R3

補助率 ― 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移

環境アセスメント等の分析・調査を引き続き進めるとともに、令和元年度に実施した需要調
査や分析等を基に、将来計画策定を進める。

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

87,418 87,418

成果指標
(目標)

令和３年度を目途に計画を策定する。

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
秋田港　平成30年7月改訂
新潟港　平成27年3月改訂
舞鶴港　平成25年12月改訂

関連事業の有無・
役割分担

事業名 敦賀港鞠山南地区２期工事

（役割分担）

・敦賀港鞠山南地区２期工事で、貨物の増加により岸壁および
　ふ頭用地が不足している敦賀港の機能を拡張するため、鞠山
　南地区のふ頭用地を造成する
・敦賀港将来計画策定事業で、鞠山南地区等の土地利用について
　検討し、新たな将来計画を策定する

活動指標 準備会、委員会の開催
(目標)

実績
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